
（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4880

1041 1

（直近）

3281.5%

1.70 13,600 0.22 1,760 1.70 13,260 1.58 12,324 772.7%

1.70 13,600 0.22 1,760 1.70 13,260 1.58 12,324 772.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

2290.5%

- 

- 

- 

2290.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 橋 2 0 2 2 10

（2） 橋 0 1 2 2 10

（3）

（4）

選択の
理  由

4,490 102,84449,147

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

35,547 2,730 89,584

49,147 4,490 102,844

計画に基づき、補助金を活用した事業を推進する。 老朽化した橋りょうへの対応

橋りょうの長寿命化修繕計画に基づき、修繕
の実施設計及び修繕工事を専門業者に発注
している。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

橋りょう長寿命化事業

橋りょうの長寿命化修繕計画及び現行の交
付金制度の計画に即して進捗している。

選択の
理　由

橋りょう修繕

修繕の詳細設計

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

92,324

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）
H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

92,324

80,000

施策名

橋りょう長寿命化計画に基づく修繕工事を行う。

老朽化する橋りょうに対し、予防的な修繕を施すことにより延命化を図り、安心、安全な道路網を確保す
ると共に、更新時期の集中を遅らせることによりライフサイクルコストの縮減を図る。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

橋りょう長寿命化事業

担当部課名 都市建設部　道路課

市道に架かる１５ｍ以上の橋梁

佐々木久人

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5105

1041

（直近）

0.0%

0.08 640 0.16 540 0.22 1,411 0.22 1,716 137.5%

0.08 640 0.01 80 0.17 1,326 0.22 1,716 1700.0%

0 0.10 360 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0.05 100 0.05 85 0 100.0%

199.3%

- 

- 

- 

199.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 1 1 0 2 ―

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

単位

受益者負担　Ｂ

1,411

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

600

814 708 1,411

都市計画道路と指定建築線と幅員が同等の路線があることから、現地明示
は必要不可欠であり、また、申請者により分筆などを考慮される場合もあるた
め継続とする。

都市計画道路と指定建築線と幅員が同等の路線がある
ことから、現地明示は必要不可欠であり、また、申請者に
より分筆などを考慮される場合もあるため継続とする。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

測量成果（座標地）は行政が所有している
が、測量業務については測量業者に委託し
ている。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

当事業は、申請者の意向により実施すること
が多いことから、目標値を設定できないため。

３　成果の達成状況

選択の
理　由

指
標
値

現地明示測量件数

(決算）

2,316

174

(予算）

国・府支出金

708814一般財源

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

24 年度

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

25 年度

(決算）

財

源

※根拠となる法令の条項までを記入

実施期間

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の目的 【どのような結果を得るか】

現地測量を実施し、申請地付近にある計画道路中心鋲を設置し、都市計画道路の計画線
を示す。

都市計画道路区域内の建築行為に関して、申請者（土地所有者）の要請に対応して、申請
地付近に計画道路中心鋲を設置し、明示指令図を交付する。

0

(決算）

168

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

2,316

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

  （平成　　年度　～　）不明 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

市民及び事業者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

２　事業コスト・指標値の推移

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

都市計画道路明示測量事業

担当部課名

道路網の整備

都市建設部まちづくり課

小山英之

施策名

財務会計上の事業名

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5131

1041

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 0.16 1,248 0.16 1,248 - 

0 0 0.16 1,248 0.16 1,248 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 路線 5 3 ―

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

1,500

0 0 3,348

単位

指
標
値

都市計画道路図の更新

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

平成24年度、25年度の2ヵ年で必要とする路線の更新ができるため特に課
題はない。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

更新作業については、地図情報システム等を
取り扱うため業者に委託している

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

図面を最新の情報に更新することから、修正
することで自ずと達成できる

３　成果の達成状況

選択の
理　由

受益者負担　Ｂ

3,348

現在使用している都市計画道路図（1/500）を最新の地形図に合わせた図面に一新する

窓口での閲覧時及び都市計画道路明示申請時において、最新の情報を提供することがで
きる

(決算）

2,748

国・府支出金

00

(予算）

25 年度

(決算）

財

源

事業の目的 【どのような結果を得るか】

再任用短時間勤務職員

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

24 年度

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

  支  出  合  計　Ａ

非常勤職員

2,100

(決算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

2,748

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度

その他財源

一般財源

実施期間   （平成　　年度　～　） 　（平成２４年度～平成２５年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

市民及び事業者

区　　　　　分

実施根拠

事業内容の見直し

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

都市計画道路修正事業

担当部課名

道路網の整備

都市建設部まちづくり課

小山英之

施策名

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4874

1043 1

（直近）

142.0%

0.28 2,240 0.26 2,080 0.26 2,028 0.62 4,836 100.0%

0.28 2,240 0.26 2,080 0.26 2,028 0.62 4,836 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

129.6%

- 

- 

- 

129.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ％ 61.1 63.7 63.7 66.9 70.0

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

7,477 9,6938,180

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

5,940 5,397 7,665

8,180 7,477 9,693

バリアフリー基本構想の未整備路線を整備する為継続する。 未整備路線の計画的な整備

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

バリアフリー基本構想に基づく、歩道の拡幅
整備事業であり、市が設計し、請負う工事とし
て発注している。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

歩道改良事業

バリアフリー路線の拡大を図る。
選択の
理　由

整備率

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

基本構想は平成18～22年度の計画であったが、未施工の特定経路等について引続き整備
を進めていく。

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　22年度

36,336

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）
H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

36,336

31,500

施策名

池田市交通バリアフリー基本構想に基づく、歩道の改良・拡張、透水性舗装、視覚障がい者
誘導ブロック等を施工する。

歩行者の安全で快適な歩行空間を確保する。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

  （平成　19年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

歩道改良事業

担当部課名 都市建設部　道路課

歩道

佐々木久人

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4657

1044 1

（直近）

67.3%

0.76 5,508 0.13 1,040 0.50 3,900 0.58 1,474 384.6%

0.63 5,040 0.13 1,040 0.50 3,900 0.08 624 384.6%

0.13 468 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.50 850 - 

166.6%

- 

- 

- 

166.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 4 4 3 5 -

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成１４年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

狭あい道路整備促進補助事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

建築物の建築行為を行う土地所有者等

佐々木久人

施策名

道路後退部分の分筆登記費用及び舗装工事費等に対し、寄付を前提に助成する。

道路後退部分を市で管理することにより狭あい道路の解消を図る。

5,724

8,115

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 4,250

人  件  費  （人・千円）

正職員

5,724

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

営利目的の法人対象から個人のみの対象に変更※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成21年度

狭あい道路整備促進補助事業

安全、安心な道路整備を目指し、今後も引続き事業を継続する。 申請件数の把握が困難である。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

市が主体の事業であり、申請件数の把握が
困難なことと、個人情報が含まれているため
外部委託は不可能。

狭あい道路整備

5,369

5,369

順次狭あい道路を解消し、将来的に緊急車
両等が通行可能な道路を確保する為。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

2,607 2,183 1,469

8,115 3,223

3,223

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4807

1044 2

（直近）

125.3%

0.12 696 0.15 1,200 0.15 1,170 0.55 1,240 100.0%

0.06 480 0.15 1,200 0.15 1,170 0.05 390 100.0%

0.06 216 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.50 850 - 

114.1%

- 

- 

- 

114.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回/年 1 1 1 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

道路等管理システム運用事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

住民

佐々木久人

施策名

法定・法定外公共物で寄付・帰属を受けたデータ、明示確定図更新
譲与申請・管理業務の推進

地方分権一括法の施行に伴い、法定・法定外公共物の譲与申請を行い、管理システムの構
築を図る。

3,740

2,061

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 2,500

人  件  費  （人・千円）

正職員

3,740

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

道路等管理システム運用事業

境界確定資料及び寄付、帰属資料を一括管理するシステムであり、今後も
運用する。
平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

法定、法定外公共物を管理する上で必要な事業

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

寄付、帰属データ及び明示確定図等をス
キャニングし、パソコンによる閲覧を可能とす
るため、年度更新を図る必要があることから業
者委託を行っている。

更新作業

3,406

3,406

境界明示資料の境界確定業務のデータ化に
より、迅速な対応が出来る。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

1,365 1,785 2,236

2,061 2,985

2,985

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4805

1044 3

（直近）

46.9%

0.57 2,360 0.66 3,168 1.08 6,324 0.55 1,240 163.6%

0.07 560 0.18 1,440 0.58 4,524 0.05 390 322.2%

0.50 1,800 0.48 1,728 0.50 1,800 0 104.2%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.50 850 - 

155.5%

- 

- 

- 

155.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 2 3 3 5 -

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

市道敷地取得測量事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

道路後退部分等の寄付を受けた道路敷地

佐々木久人

施策名

測量及び分筆作業を行う。

登記上の権原取得が完了し、市道敷地として管理できる。

3,740

3,845

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 2,500

人  件  費  （人・千円）

正職員

3,740

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

市道敷地取得測量事業

狭あい道路整備促進補助制度以前の住宅建築に伴う中心後退部分の寄付
を受ける為必要な事業であり今後も継続する。
平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

道路中心後退件数の把握が困難

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

道路中心後退により発生した用地の寄付に
伴う、測量及び分筆作業を業者委託してい
る。

権原取得測量

6,929

6,929

寄付・帰属による道路の分筆測量を行い、池
田市への所有権移転により、道路管理を行
う。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

1,485 1,289 605

3,845 4,457

4,457

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4810

1044 4

（直近）

76.8%

0.64 2,920 0.24 1,920 0.25 1,950 0.60 1,630 104.2%

0.14 1,120 0.24 1,920 0.25 1,950 0.10 780 104.2%

0.50 1,800 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0.50 850 - 

82.9%

- 

- 

- 

82.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回/年 1 1 1 1 1

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

道路台帳作成事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

前年度寄付・帰属を受けた市道敷地

佐々木久人

施策名

道路台帳の整備

市道敷地の把握と適切な管理が出来る。

6,630

5,680

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 5,000

人  件  費  （人・千円）

正職員

6,630

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

道路法第２８条（道路台帳）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

道路台帳作成事業

寄付、帰属を受けた道路部分の道路台帳更新整備であり、今後とも継続す
る。
平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

市道を管理する上で必要な事業

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

前年度で寄付・帰属を受けた市道について、
道路法に定められた道路台帳の更新作業と
して業者委託している。

道路台帳作成業務

6,465

6,465

寄付・帰属の道路台帳の更新により、正確な
情報の提供ができる。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

2,760 5,880 4,515

5,680 7,800

7,800

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4830

1044 5 1

（直近）

134.5%

0.89 7,120 0.28 2,240 0.80 6,240 0.93 5,154 285.7%

0.89 7,120 0.28 2,240 0.80 6,240 0.43 3,354 285.7%

0 0 0 0.50 1,800 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

152.9%

- 

- 

- 

152.9%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ㎡ 14000 22100 17717 20000 -

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

道路維持事業（道路維持管理事業）

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

道路の損傷箇所

佐々木久人

施策名

道路損傷箇所の補修

円滑な通行の確保

27,003

25,798

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 21,849

人  件  費  （人・千円）

正職員

27,003

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

道路維持管理事業

公共管理公社への補助金や地下道の電気代などであり今後も継続する。
平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

道路を維持管理する上で必要な事業

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

経常経費的事業であり、一部公共施設管理
公社に委託している。

道路補修

26,833

26,833

道路及び付属施設について、適宣、点検、補
修を行い、維持管理していくため。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

18,678 15,309 20,593

25,798 17,549

17,549

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4835

1044 5 2

（直近）

100.8%

0.73 5,840 0.25 2,000 0.25 1,950 0.31 2,418 100.0%

0.73 5,840 0.25 2,000 0.25 1,950 0.31 2,418 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.4%

- 

- 

- 

100.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ｋｍ 294.3 291.3 291.3 291.3 -

（2） ㎡ 397.0 397.0 407.0 407.0 -

（3） ㎡ 7070 7670 4,110 4,110 -

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

道路維持事業（道路維持委託事業）

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

都市建設部　道路課

道路清掃、地下道ポンプ点検等

佐々木久人

施策名

業務を専門業者に委託する。

専門業者に委託することにより、安価になり良好な成果が上がる。

17,990

21,093

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 15,572

人  件  費  （人・千円）

正職員

17,990

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

道路維持委託事業

道路等の定期的な清掃委託やシルバー人材センター活用委託であり、今
後とも継続する
平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

維持管理に定期的に必要な委託事業

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

道路維持の定期的な委託事業であり、今後も
継続的に必要な事業。定期的な事業であり、
市で設計し、委託事業として発注している。

道路清掃

除草

ｼﾙﾊﾞｰ人材ｾﾝﾀｰ活用

17,092

17,092

道路維持の定期的な委託事業であり、今後も
継続的に必要な事業。

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

15,253 15,023 15,142

21,093 17,023

17,023

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4840

1044 5 3

（直近）

64.9%

4.77 38,160 0.27 2,160 0.27 2,106 1.97 15,366 100.0%

4.77 38,160 0.27 2,160 0.27 2,106 1.97 15,366 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

65.3%

- 

- 

- 

65.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 20 18 18 18 -

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

163,821 107,017138,067

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

99,907 161,661 104,911

138,067 163,821 107,017

市民の快適な日常生活を確保するため、今後とも継続して舗装補修などの
維持工事を行う。

道路を維持する中で必要な事業

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

要望、陳情等による舗装補修事業であり、市
で設計し、請負工事として発注している。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

道路維持工事

市内一円の舗装は、経年劣化により損傷箇
所が多く、また、それに対する補修要望が多
い。

選択の
理　由

維持補修工事

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

115,366

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）
H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

115,366

100,000

施策名

維持補修を効果的に行う。

市内一円の市道及び市管理道路の車両や歩行者の円滑な通行を確保する。

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

道路維持事業（道路維持工事）

担当部課名 都市建設部　道路課

市内一円の市道及び市管理道路

佐々木久人

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4750

1044 7

（直近）

101.8%

0.84 6,720 0.35 2,800 0.86 3,658 0.84 3,502 245.7%

0.84 6,720 0.35 2,800 0.36 2,808 0.34 2,652 102.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0.50 850 0.50 850 - 

106.1%

- 

- 

- 

106.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 基 6211 6419 6509 6000 -

（2） 基 1009 1019 1037 1100 -

（3）

（4）

選択の
理  由

18,721 19,86224,201

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

17,481 15,921 16,204

24,201 18,721 19,862

安全･安心な道づくりのため、今後も交通安全対策特別交付金を活用した、
道路付属施設の整備を行う。

街路灯の設置数が増える一方である。一定の基準を持ち
設置する。

交通安全対策特別交付金を活用して、道路
反射鏡や防護柵等の設計を市で行い、請負
工事として発注している。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

交通安全施設整備事業

交通安全施設の改良を図り、安心・安全な道
づくりめざす。

選択の
理　由

街路灯の設置

道路反射鏡の設置

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

道路法第４５条（道路標識等の設置）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

20,502

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）
H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

20,502

17,000

施策名

危険箇所に道路反射鏡、防護柵、区画線等を設置する。

交通事故の減少、歩行者の安全確保

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

交通安全施設整備事業

担当部課名 都市建設部　道路課

市内の市道及び市管理道路

佐々木久人

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 4755

1044 8

（直近）

103.2%

2.89 20,070 1.44 4,288 2.98 15,994 1.58 9,274 206.9%

2.39 19,120 0.16 1,280 1.48 11,544 1.08 8,424 925.0%

0 0.28 1,008 1.00 3,600 0 357.1%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.50 950 1.00 2,000 0.50 850 0.50 850 50.0%

123.4%

- 

- 

- 

123.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 986 1098 879 800 -

（2） 件 79 62 51 60 -

（3）

（4）

選択の
理  由

57,360 70,78870,139

単位

指
標
値

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

50,069 53,072 54,794

70,139 57,360 70,788

街路灯の電気代や修繕費は必要不可欠であり、将来にわたって継続する
事業。平成２４年度からは定型事業(経常経費)に変更する。

ＬＥＤ化することにより、電気代及び修繕代の削減化可能

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

市民の安全を確保する為、施工業者と年間
単価契約締結し、緊急修繕等に対応してい
る。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

３　成果の達成状況

交通安全施設維持管理事業

街路灯の電気代及び修繕費の削減を図りつ
つ、歩行者の安全を確保する。

選択の
理　由

街路灯

反射鏡

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

64,074

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）
H24/H23

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

64,074

54,800

施策名

設置された交通安全施設を適切に修繕・更新し、機能を保全する。

交通事故の減少及び歩行者の安全確保

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

道路網の整備

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

交通安全施設維持管理事業

担当部課名 都市建設部　道路課

交通安全施設

佐々木久人

任期付短時間勤務職員

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


